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１．はじめに 

地域の自主防災・減災能力の向上・強化が課題となる中で、「住民が自然災害の可能性や危険性を正しく

認識しない問題」が現場行政の防災担当者やリスクコミュニケーション研究者などから強く指摘されている。

それらの論点を整理すると、①災害リスクを「我がこと」として捉えられない、②災害リスク情報が住民感

覚に馴染んでいない、③地域生活では災害リスクが多様なため共有認識を醸成しづらい、等の事態や問題が

その要因としてあげられる。このことについて、我々は、地域自主防災・減災活動では、住民にわかりやす

く、「我がこと」として受け取れる災害リスク情報の構築が不可欠と考えている。そこで、本報告では、土

砂災害警戒区域が18カ所指定されている山梨県甲府市下の中山間農村集落において、平成23年から実験的

に取り組んでいる「農村コミュニティの災害リスク対応能力向上のための ITを活用した簡易降雨等観測シス

テムの構築」について、その実験過程で得られた地域自主防災・減災活動の推進上の課題ならびに課題を踏

まえて事例地区で運用を試みている簡易降雨等観測システムについて報告する。

２．農村コミュニティの豪雨災害リスクへの対応実態 

報告者等は、事例地区において、台風直撃のさなかに自治会長宅に滞在して、豪雨時の自治会、水利組合、

消防団をはじめとする地域自治組織の防災対応について参与観察を行った（表１）。この観察から地域に於

ける災害リスク情報の流れの実態が把握された。

①災害リスク情報の収集、防災および避難等の行動方針の決定、行政等関係機関との連絡・連携において、

自治会長に任が集約している。

②ため池、水路等の水利施設についての豪雨の中での見回り・点検等の実際の防災対応は、自治会長、水

利組合長ならびに水利組合役員が当たる。

③住民からの災害予兆や被災状況に関する情報は自治会長に集まり、自治会長が行政等関係機関に伝える。

一方で、行政等関係機関からの防災情報も自治会長を経由して、各地域自治組織や自治会経路で住民に

伝聞される。

④自治会長などの地域リーダーが防災対応を考え得る上で必要な、地区に限定された（局所的）降雨予測

や累積雨量などの情報が不明なために、自治会長（及び地域リーダー）の防災対応が困難である。

この観察結果から、農村コミュニティの災害リスクに対する自主防災・減災活動遂行には、災害リスク情

報の伝達と内容において次の２つの課題が介在することで、その実践を困難にしている状況が窺えた。

（１）リスク情報の伝達に関わる課題－情報伝達経路が自治会長の一点に集約してしまう隘路状（ボトル

ネック化）になっていることからの伝達支障の不安、さらに住民や地域組織の自治会長からの指示待ち

という受動的態度（依存傾向）－。

（２）リスク情報の内容に関わる課題－地域（住民）が自らリスクを想定し防災・減災行動を実践するた

めの地区固有情報の不足－。

３．農村コミュニティの自主的防災情報収集のための簡易降雨量等観測システムの考案 

 上記の課題を踏まえて、農村コミュニティの自主的な防災・減災能力の向上をはかるために、災害リスク

情報を住民および地域自治組織がわかりやすく理解し、かつ円滑に伝達できるシステムとして図１および２

の「地域自主簡易降雨等観測システム」を考案し、事例地区での運用を試みている。このシステムは、発生

確率が小さな豪雨等による土砂災害リスクに対して、住民(地域自治組織)が自ら降雨等を観測することで、災 
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害リスクの「我がこと」認識を醸成し、主体的・能動的な防災・減災行動の実現を目指している。本システ

ムの考案にあたり、次の３つを技術的要件とした。

①住民（地域自治組織）自身で、地区の降雨量等を常時観測できるようにする。

②観測結果を住民の日常的な感覚で理解・認識できるようにする。

③この理解・認識が住民の間で（地域自治組織の間で）共有できるようにする。

４．おわりに

 「地域自主簡易降雨等観測システム」の事例地区での運用は、現時点（講演要旨のとりまとめ時点）で始

発段階にある。今後、迎える梅雨期、夏季の台風襲来期での運用経験によって、本システムの自主防災・減

災能力向上に向けての具体的な運用モデルを見通す予定である。

Fig.1 地域自主簡易降雨等観測システム 
Autonomous simply rain observation system    

Fig.2 降雨量簡易閲覧モニター 
Simply inspection monitor of rain observation 

Table.1 豪雨時の自治会対応 
Community action to a typhoon disaster 
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